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要旨･･･「朝日新聞」と「読売新聞」における論調の違いはこれまで多くの学者によって研究され

てきた。しかし、その多くは社説分析に基づくものである。本研究は社説と記事との区別をせず、

2015年に成立された安全保障関連法案をケーススタディとして選び、フレーミング理論を用いて

「朝日新聞」と「読売新聞」における報道の二極化を検証し、イデオロギーの違いを明らかにする。

その結果、両紙における報道の論調が大きく異なり、二極化を見つかった。また、論調の違いはフ

レームの応用と関係し、ニュースソースの引用が原因として考えられる。イデオロギーの違いにつ

いて、「朝日新聞」は平和主義的であるのに対し、「読売新聞」は安保法案を支持し自民党政府寄

りの立場をとっている。	

キーワード	 新聞報道、イデオロギー、二極化、フレーミング、安全保障関連法案 
 
 
 
１．研究の背景と目的 
日本における新聞購読数は世界一であり、メディアに対する信頼度も他先進国と比べて高いと世界の統計データで明らかで

ある。WAN-IFRAの調査によると、2016年に「読売新聞」は910万部、「朝日新聞」は662万部と世界トップの購読数を有し

ている。また、日本人のメディアに対する信頼度が年々下がる傾向にあるが、新聞通信調査会 (2016)の統計データによると、

新聞に対する信頼度が68.8点（100点満点）と依然として高い水準にある。これに対し、32パーセントのアメリカ人しかマス

メディアに信頼していない (Gallup, 2016)。 

日本のマスメディア業界はアメリカと同様にグループ化が進んできたが、その構造が異なるものである。アメリカでは、タ

イムワーナーやウォルト・ディズニーなど、メディア企業とエンタテイメント企業を中心に新聞、テレビ、映画など多様なマ

スメディアを傘下に収める巨大な複合企業体が形成される。一方で、日本では新聞会社を中心にテレビ、出版など複数の事業

を統合してメディアグループ化されている。したがって、アメリカのマスメディアは政治色を持っているが、商業主義的な性

質が強い。これに対し、日本の新聞は激しい市場競争で戦いながら、日本の社会及び政治に強い影響を与える役割を果たして

いる。このため、購読数が一位と二位を占める「読売新聞」と「朝日新聞」は日本社会におけるイデオロギー装置であり、支

配的な存在でもある。	

「Foxが保守的でMSNBCがリベラルである」というアメリカのメディア論調環境と同じように、日本の二大全国紙も「読

売が保守的で朝日がリベラルである」という一般認識が存在する。本研究は先行研究を学んだ上、2015年に衆参両院で通過さ

れた安全保障関連法案を分析し、フレーミング理論を用いて「朝日新聞」と「読売新聞」における報道の二極化を検証し、イ

デオロギーの違いを明らかにする。この二大全国紙における報道論調の二極化を検証することは、現代日本社会で支配的なイ

デオロギーの理解に繋がり、社会及び政治事件を考える際の手助けにもなると考える。	

 
２．理論的背景 
フレーミングはマス・コミュニケーション学科において主な理論の一つとして、80年代からメディアコンテンツの分析で応

用されてきた。フレーミング理論は社会学と心理学に根ざしている。心理学領域の研究は主にニュースフレームがオーディエ

ンスに与える影響を分析するが、社会学においてはフレームがどのように構築されているのかを重点的に研究されている	
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(Bryant et al., 2012)。Druckman (2001)は多学科で応用されるフレーミングの概念を二つの使い方によって再整理した。一つは「コミ

ュニケーションにおけるフレーム(frame in communication)」であり、情報発信者が使われたフレームはその発信者が考えるあるト

ピックとの関連性を意味する(p.227)。もう一つは「思考におけるフレーム(frame in thought)」であり、人々の考えをフォーカスし、

フレームを人々の感知として捉える(p.228)。	

McLeodとShah	(2014)はフレンミングを「特定の強調と除外のパターンに基づいてメッセージをどのように描写して人々のあ

る問題に対する考え方を構築する方法である」と定義した(p.11)。また、ChongとDruckman	(2007)はフレンミングを「人々が特

定の概念を形成し、あるトピックに対して自分の意見を調整するプロセス」と見なす。そして、De Vreese(2005)はフレームがあ

るトピックの顕著な部分を強調するものであると考える。以上の定義は全て「一つの問題が異なる側面から描写でき、人々の

考えに影響を与えるように修正できる」という前提を持つ。	

フレーミングのアプローチも様々であり、多く知られているのは「問題別のフレーム(issue-specific frames)」と「一般的なニュ

ースフレーム(generic news frames)」の二つである。問題別のフレームというアプローチにおいて、フレームはあるトピックを解

釈するために使われるため、この類の研究はそのトピックに関する詳細を知ることができる(Vliegenthart, 2012)。一方で、「一般

的なニュースフレーム」を使うアプローチは詳しい内容を引き出すというより、同じ意味を持つ内容を違う視点から解釈し、

人々の認知に影響を与える。よく知られる一般的なニュースフレームは「エピソード的(episodic)」と「テーマ的(thematic)」であ

る(Iyengar, 1991)。	

フレーミングが形成される原因として、メディアシステム(Stromback & van Aelst, 2010; Vliegenthart et al., 2010)、政治権力(Bennett, 1990; 

Hanggli & Kriesi, 2010; Vliegenthart & Roggeband, 2007)、政治環境(Gitlin, 1980)などが挙げられる。また、フレーミングは政治エリート、

ジャーナリスト、ニュース組織、文化やイデオロギーなどとの相互作用の結果である(Shah et al., 2009)。	

 
３．先行研究 
日本の全国紙における論調の違いはこれまで多くの学者によって研究されてきた。Nanri (2005) は日本のマス・メディアの論

調を「同質化」「多様化」と「二極化」という大きく三つに分類されている。Nanriが新聞論調の「多様化」を主張するのは地

方紙も分析対象に加えた結果である。本研究は二大全国紙を分析対象にするため、ここで主に「同質化」と「二極化」に関す

る先行研究を述べる。	

多くの西洋学者は日本すべての新聞が政治的に同質的で政府寄りであると主張する。Halloran (1969) は日本の新聞を政府から

独立した歴史がなく、支配され間接的に影響されているため、政府の宣伝道具にすぎないと見る。徳川幕府においても戦後の

連合国軍占領時期においても、日本の新聞はずっと権力者から管理され監視されていた。また、第二次安倍政権以降、政治家

がメディアに対する敵対的な発言は表面的なものになってきたため、日本のメディアは自己検閲に陥っている	(Reporters Without 

Boraders, 2017)。「同質化」を結論づけるもう一つの理由は記者クラブの存在である	(Nanri, 2005)。排他的体質を持つ記者クラブの

は外国記者やフリーランスが情報をアクセスする権利を剥奪だけでなく、権力機関が都合の悪い情報を遮断する機能も果たす。

したがって、McNeill (2016)	は日本新聞の開放性と多様性に疑問視する。さらに、Freeman (2002) は日本の新聞は商業主体として

「不偏不党」という原則を用いて利益を最大化しているので、論調に大きな違いがないと考える。	

ところが、「二極化」を主張する学者は日本の新聞を二つのグループに分けられると考える。一つは朝日新聞が代表される

リベラルなグループであり、もう一つは読売新聞が代表される保守的なグループである	(Nanri, 2005)。日本における新聞論調の

二極化に関する言説は連合国軍占領後に遡ることができる。Takekawa (2007) は1953年から2005年間の「読売新聞」と「朝日新聞」

の新年社説を分析し、「朝日新聞」を平和主義の民族主義、「読売新聞」を保守的な民族主義だと結論付けた。また、二紙は

米国に対する政治立場も異なり、「朝日新聞」は反米というスタンスに位置し、「読売新聞」は親米という立場を取ると考え

る。大石(2015)によると、メディアにおける論調の二極化は一つの議題にとどまることなく、慰安婦問題など歴史認識の問題

に深く関わっている。 Pak (2016) は慰安婦問題に関する社説を分析した結果、「朝日新聞」は日本政府に慰安婦の強制連行を認

めることを促すに対し、「読売新聞」は慰安婦問題に否定的で日本政府と同じ立場を取る。 Sun(2007) は中国に関する社説を分

析し、「読売新聞」はより民族主義的で中国に対して保守的な見方を持ち、「朝日新聞」は中国に友好的で、日本政府を歴史

的な反省が欠けると批判すると結論付けた。また、Shinoda’s (2007) は「朝日新聞」と「読売新聞」に置ける報道の二極化の転機

は湾岸戦争にあると主張し、「読売新聞」は湾岸戦争以降、憲法９条の再考を訴えたのに対し、「朝日新聞」は護憲の立場を

堅持するとまとめた。	
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以上の先行研究に基づき、本研究は以下のリサーチ・クェスションを提起し仮説を立てた。 

リサーチ・クェスション1.「朝日新聞」と「読売新聞」は安保法案の報道においてどんなフレームを使っていたのか。 

仮説1.  「朝日新聞」と「読売新聞」は安保法案の報道におけるフレームの応用が異なる。 

リサーチ・クェスション2. 「朝日新聞」と「読売新聞」は安保法案の報道において各フレームをどのように使ったのか。 

仮説2.「朝日新聞」と「読売新聞」で応用されたフレームのヴァレンスが異なる。 

リサーチ・クェスション3. 「朝日新聞」と「読売新聞」はどのような論調で安保法案を報道したのか。 

仮説3. 「朝日新聞」と「読売新聞」における全記事と各フレームを使った記事のヴァレンスが異なる。 

リサーチ・クェスション4. 「朝日新聞」と「読売新聞」はどのようなニュースソースを使ったのか。 

仮説4. 「朝日新聞」と「読売新聞」におけるニュースソースの違いが異なる。 

 
４．研究方法 
先行研究で見られるように、多くは社説を分析したものである。「不偏不党」をジャーナリズムの原則とする日本の新聞は、

自社の論調と意見を社説で掲載するため、社説分析によって論調の違いを見る研究方法は妥当である。ところが、池上(2015)

は「朝日新聞」と「読売新聞」の両極化が社説だけでなく、普通の記事でもよく見られると主張する。したがって、本研究は

社説と記事と区別なく研究対象として扱う。本研究は「安保法案」というキーワードを検索して、「朝日新聞」の記事は聞蔵

IIビジュアルデータベースから、「読売新聞」の記事はヨミダス歴史館データベースから収集した。分析期間は2015年の1年

間にし、400字以下の記事を除去した。また、研究対象である新聞記事は系統抽出法でサンプリングされ、各紙を120記事、合

計240記事のサンプルが収集された。これらの記事をコードブックに沿って内容分析を行った。同じ研究科に在籍する大学院

生がインターコーダーとしてコーディング作業をし、信頼性としてKrippendorff’s alphaは.84である。その後のデータ分析は、コ

ーディングでできたデータをSPSS (Version 23) を用いて分析した。	

「安保法案」をどのように報道されたのかという基本的な質問に答えるため、本研究は報道内容の詳細を知る必要がある。

「朝日新聞」と「読売新聞」における論調の二極化を明らかにするため、法案に賛成と反対という二つの争点に基づいて、フ

レームを定義した。法案に賛成するグループがよく使われるフレームとして「憲法」「戦争」「デモ」が挙げられ、反対する

人々が「国際情勢」「米国」「中国」というフレームをよく用いる。この六つのフレームを用いて、本研究のリサーチ・クェ

スションを答え、仮説を検証する。その他、記事のヴァレンスとニュースソースもコードされた。	

 

５．研究結果 
表1は「朝日新聞」と「読売新聞」におけるフレームの応用を表す。「朝日新聞」は安保法案に反対するグループのフレー

ムを使い報道したのに対し、「読売新聞」は比較的にバレンスのとれた報道をした。また、両紙は「憲法」「戦争」「デモ」

「国際情勢」という四つのフレームにおける応用が異なり、統計上に有意である。しかし、「米国」と「中国」においてカイ

二乗検定の結果が有意でないので、仮説1を証明することができない。	

	

表 1. フレームの応用 
フレーム 朝日新聞 読売新聞 X2 Sig. 
憲法 62.50% 42.50% 9.62 .002** 
戦争 77.50% 45.00% 26.70 .000*** 
デモ 55.83% 20.83% 31.09 .000*** 
国際情勢 18.33% 35.83% 9.30 .002** 
米国 19.17% 29.17% 3.27 .071 
中国 15.00% 20.83% 1.39 .238 

* = .05, ** = .01, *** = .001 

次に、フレームのヴァレンスを検証する際に、「憲法」と「戦争」以外のフレームは2から4くらいのセルの予想数が5以

下であり、カイ二乗検定の結果が有効でないため、除外した。表2で表すように、「朝日新聞」は安保法案を違憲と戦争に巻

き込まれるリスクがあるとみなした。それと対照に、「読売新聞」は合憲性について中立な立場を取るが、法案が戦争を防止

すると報道した。そして、統計結果は全て有意である。	
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表 2. フレームのヴァレンス  
フレーム ヴァレンス 朝日新聞 読売新聞 X2 Sig. 

憲法 合憲 7.69% 50.00% 25.562 .000*** 
違憲 92.31% 50.00% 

戦争 リスク 81.82% 25.53% 43.665 .000*** 
防止 18.18% 74.47% 

* = .05, ** = .01, *** = .001 

表3によると、記事全体のヴァレンスについて、「朝日新聞」は法案に対し非常にネガティブであるが、「読売新聞」は

ポジティブである（1=ポジティブ, 0=中立, -1=ネガティブ）。また、その違いは統計上に有意である。次に、各フレームを応

用した記事のヴァレンスも「朝日新聞」と「読売新聞」における違いが見つかった。したがって、仮説3が証明された。そ

の中、特に違ったのは「戦争」フレームを使った記事のヴァレンスである。 

 

表 3. 記事全体と各フレームを応用した記事のヴァレンス 
 朝日新聞 読売新聞  t (朝日/読売 vs. 0) Sig. t 朝日vs. 読売 Sig. 
記事全体 -.775 

(.493) 
.283 
(.611) 

-17.220 
5.083 

.000*** 

.000*** 
-14.773 .000*** 

憲法 -.787 
(.473) 

.314 
(.707) 

-14.390 
3.170 

.000*** 

.003** 
-10.472 .000*** 

戦争 -.828 
(.481) 

.444 
(.604) 

-16.615 
5.408 

.000*** 

.000*** 
-14.058 .000*** 

デモ -.925 
(.362) 

.040 
(.735) 

-20.951 
.272 

.000*** 

.040* 
-8.411 .000*** 

国際情勢 -.500 
(.802) 

.558 
(.548) 

-2.925 
6.681 

.008** 

.000*** 
-6.271 .000*** 

米国 -.609 
(.722) 

.714 
(.458) 

-4.041 
9.220 

.001*** 

.000*** 
-8.547 .000*** 

中国 -.556 
(.784) 

.720 
(.458) 

-3.007 
7.856 

.008** 

.000*** 
-6.715 .000*** 

* = .05, ** = .01, *** = .001 

	 ニュースソースについて、各ソースが法案に対する立場によって「賛成」と「反対」という二つのグループに再コーディン

グされた（表5）。その結果、「朝日新聞」は法案に反対するソースを多く使い、「読売新聞」は法案に賛成するソースを多

く引用した。この違いも統計上に有意である。また、表6はニュースソースを「政党」と「非政党」によって再グループされ

たものである。「朝日新聞」は「非政党」のソースを多く利用したのに対し、「読売新聞」は「政党」であるソースを主に応

用した。この違いも統計上に有意である。	

	

表 5. ニュース・ソースのヴァレンス 
 朝日新聞 読売新聞  X2 Sig. 
賛成 128 

(34.69%) 
284 
(60.04%) 

  

反対 241 
(65.31%) 

189 
(39.96%) 

  

合計 369 
(100%) 

473 
(100%) 

53.3242 .000*** 

* = .05, ** = .01, *** = .001 

表 6.  政党と非政党のニュース・ソース 
 朝日新聞 読売新聞  X2 Sig. 

政党 141 
(22.96%) 

413 
(68.83%) 

  

非政党 473 
(77.04%) 

187 
(31.17%) 

  

合計 614 
(100%) 

600 
(100%) 

257.3512 .000*** 

 * = .05, ** = .01, *** = .001 
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６．結論 
本研究はフレーミング理論を用いて、「朝日新聞」と「読売新聞」における論調の二極化を検証し、イデオロギーを明らか

にした。まず、安保法案に関する「朝日新聞」と「読売新聞」における報道の論調は大きく異なる。この違いは二紙における

フレームの応用に反映されていた。また、異なるニュースソースの引用もフレーム応用の理由として考えられる。記者クラブ

の存在は日本メディアの同質化を批判する理由としてよく取り上げられる。しかし、「朝日新聞」は「読売新聞」のように政

党からの意見を多く掲載されることなく、普通の人々とデモ参加者から様々な意見を聞いて紙面で紹介した。	

フレームに関する報道について、「朝日新聞」は違憲の疑惑を強調し、日本が戦争に巻き込まれるリスクが高まると考え、

デモを紹介することで法案に反対する。一方で、「読売新聞」は合憲性に中立な立場を取るが、変化する国際情勢の中、法案

を日本の抑止力を高め戦争を防ぐものだと見て支持する。これは日本政府の見解と合致する。また、本研究は国際情勢を報道

する際に中国からの脅威がよく言及されると推測したが、「読売新聞」は中国の言及に消極的である。これも与党が議会での

答弁方針と合致する。最後に、報道の違いが最も大きいのは「デモ」というフレームであり、「朝日新聞」はデモを多く報道

したのに対し、「読売新聞」はほとんど無視した。デモの多くは反戦的で憲法9条を守るという目的をしてきたので、「朝日

新聞」の平和主義的なイデオロギーをうかがうことができる。	

もう一つの意義として、本研究は社説に限らず、「読売新聞」と「朝日新聞」における全紙面の報道の二極化を発見した。

これは、日本のマスメディアが「不偏不党」という原則を根本から見直す必要があると意味する。中立を堅持するより、ジャ

ーナリスト或いはメディアアジェントのイデオロギーが必然的に報道に反映されるのであれば、どのような情報提供が大事な

のかを再考する必要がある。本研究の結果でも示したように、「朝日新聞」は国際情勢や国際協力などの報道が少なく、安保

法案に関する議論が部分的である。「読売新聞」もデモに関する記事が少なく、普通の市民の声を無視する傾向があるのでは

なかろうか。 

最後に、フレーミング効果の観点見ると、本研究は「朝日新聞」と「読売新聞」をしか分析していなかったため、メディア

の報道が人々にどのような影響を与えるのかを論じることができない。もう一つの弱みとして、コーダーの二人とも中国人で

あり、固定観念を完全に除外することができないため、データの信頼性が欠ける可能性がある。 
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